


平成２１年度当初　三重県における　事業計画総括表
（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係 2,734,137 932,009

道路関係 726,766 242,746

公園関係 ー ー

港湾関係 ー ー

空港関係 ー ー

合計 3,460,903 1,174,755

※端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



平成２１年度当初　三重県における事業計画（河川関係） （様式１）

（単位：千円）

負担基本額

工事費 測量設計費
用地費及
補償費

船舶及
機械器具費

附帯工事費 事業委託費 事業車両費 小計

河川事業 2,700,311 1,554,636 469,100 0 109,176 0 20,400 29,084 2,182,396 517,915 920,734

河川改修費 2,078,191 1,204,000 381,700 0 91,400 0 0 11,700 1,688,800 389,391 642,694

一般河川改修 2,078,191 1,204,000 381,700 0 91,400 0 0 11,700 1,688,800 389,391 642,694

熊野川 直轄管理区間 L=12.7km 510 174,352 50,000 72,200 0 12,900 0 0 500 135,600 38,752 58,117 矢渕地区高潮堤整備50m、熊野川治水計画検討 1式

(388,942)

　 木津川上流（上野遊水地） 1,501,056 1,094,000 130,600 0 0 0 0 0 1,224,600 276,456 450,316
新居地区排水門、小田地区排水門、木興地区排水門、長田越
流堤予備設計 1式

　 木津川上流 直轄管理区間 L=64.2km 402,783 60,000 178,900 0 78,500 0 0 11,200 328,600 74,183 134,261

(476,815)

河川維持修繕費 576,662 333,700 86,400 0 14,200 0 20,400 8,200 462,900 113,762 259,497

熊野川 直轄管理区間 L=12.7km - 196,682 98,900 35,800 0 7,500 0 7,300 3,400 152,900 43,782 88,506

(426,679)

木津川上流 直轄管理区間 L=64.2km - 379,980 234,800 50,600 0 6,700 0 13,100 4,800 310,000 69,980 170,991

(462,470)

河川維持修繕費（建設機械整備分） 18,298 1,936 0 0 3,576 0 0 9,184 14,696 3,602 8,233

熊野川 直轄管理区間 L=12.7km - 6,042 279 0 0 904 0 0 3,513 4,696 1,346 2,718 災害対策車購入（※１）、建設機械定期点検・修繕

(11,170)

木津川上流 直轄管理区間 L=64.2km - 12,256 1,657 0 0 2,672 0 0 5,671 10,000 2,256 5,515 災害対策車購入（※１、※２）、建設機械定期点検・修繕

(20,211)

河川工作物関連応急対策事業費 19,613 15,000 1,000 0 0 0 0 0 16,000 3,613 6,537

木津川上流 樋門・樋管等　57箇所 3 19,613 15,000 1,000 0 0 0 0 0 16,000 3,613 6,537 島ヶ原地区排水樋門の空洞化対策 1箇所

河川行政管理経費 7,547 0 0 0 0 0 0 0 0 7,547 3,773

木津川外 - 7,547 0 0 0 0 0 0 0 0 7,547 3,773 占用許可等の許認可、河川台帳の調整 等

砂防事業 33,826 14,165 8,011 758 2,840 0 0 856 26,630 7,196 11,275

砂防事業費 33,826 14,165 8,011 758 2,840 0 0 856 26,630 7,196 11,275

32 33,826 14,165 8,011 758 2,840 0 0 856 26,630 7,196 11,275

(267,923)

（注） 　「負担基本額」の欄については当該都道府県の負担対象となる額を記載しています。

　複数県間でアロケーションがなされる事業については、「負担基本額」欄括弧内に当該年度負担基本額の他県分を含む全体額を記載しています。

地　方
負担額

木津川 直轄区域面積　A=705.6km
２

業務取扱費等

全体事業費は、左記事業
内容に係るものを含む、当
該水系内で実施中の箇所
に係る全体事業費の総額

名張川大屋戸地区河道掘削 10千m3、名張川河道計画検討 1式

谷出砂防えん堤群、太良路川砂防えん堤群、名張川山腹工
砂防えん堤設計
用地取得 0.35ha　等

備考事業内容

水閘門操作、堤防除草、河川巡視、障害物除去、保守点検、護
岸修繕、水位観測 等

水閘門操作、堤防除草、河川巡視、障害物除去、保守点検、水
位観測 等

※１：排水ポンプ車 1台、
照明車 1台広域配備（近畿
技術事務所）

※１：排水ポンプ車 1台、
照明車 1台広域配備（近畿
技術事務所）
※２：照明車 1台配備（木
津川上流河川事務所）

対象科目 全体事業規模 工事費関係

Ｈ２１年度当初

全体事業費
（億円）

淀川水系
（3,537）



（様式１）

平成２１年度当初　三重県における事業計画（道路関係）

道路維持修繕費(維持) （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道1号 亀山市 L=0.1km - 853 800 800 0 0 0 0 0 53 384
・道路巡回(1回/日)、除草(1回/年）、路面清掃（2回/年）
・路面補修・構造物補修・交通安全施設修繕

国道42号 南牟婁郡紀宝町 L=0.9km - 3,353 3,200 3,200 0 0 0 0 0 153 1,509
・道路巡回(1回/日)、除草(1回/年）、路面清掃（4回/年）
・路面補修・構造物補修・交通安全施設修繕

計 4,206 4,000 4,000 0 0 0 0 0 206 1,893

（注） 地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合があります。

備考路線名 箇所名 事業規模
平成２１年度
事業内容

平成２１年度当初

地　方
負担額

負担基本額

工事費
関  係

業　務
取扱費

全体事業費
（億円）



（様式１）

平成２１年度当初　三重県における事業計画（道路関係）

地域連携推進事業費（改築） （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道４２１号 石榑峠道路 L=4.5km 150 722,560 678,000 658,000 19,953 0 0 0 47 44,560 240,853 石榑トンネル舗装、設備工
平成22年度
L=4.5km(2/
2)供用予定

計 722,560 678,000 658,000 19,953 0 0 0 47 44,560 240,853

（注） 地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合があります。

業　務
取扱費

全体事業費
（億円）

備考路線名 箇所名 事業規模
平成２１年度
事業内容

平成２１年度当初

地　方
負担額

負担基本額

工事費
関  係



（様式２）

平成２１年度当初　三重県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

車両費 （単位：千円）
負担基本額 地方負担額

車両管理業務委託　対象合計車両　２．４台　　　　　　　　　　

紀南河川国道事務所車両管理業務委託　対象車両　０．７台　（２台のうち）　　　　　　　　　　

木津川上流河川事務所車両管理業務委託　対象車両　１．６台　（２台のうち）　　　　　　　　　　

近畿技術事務所車両管理業務委託　対象車両　０．１台　（２台のうち）　　　　　　　　　　　　　　

車両の補修等　３．２０４台

紀南河川国道事務所車両の補修等　０．７台　（２台のうち）

木津川上流河川事務所車両の補修等　２．４台　（３台のうち）

近畿技術事務所車両の補修等　０．１台　（２台のうち）

国土技術政策総合研究所車両の補修等  ０．００４台　（２台のうち）

車両費　合計 15,651 5,508

注）　車両の補修等には点検、自賠責等を含みます。　

広報費 （単位：千円）
負担基本額 地方負担額

事業説明会・公聴会の告知や防災等に関する情報発信

・熊野川、木津川の防災情報等に関する情報発信（ホームページ）

・熊野川、木津川の事業に関する情報発信（新聞広告）　　　　等

事業概要作成や事業説明会等のための資料作成

・熊野川、木津川の事業説明会の説明資料　　　　等

事業説明会等の会場経費

・熊野川の事業説明会の会場設営・運営　　　　等

広報費　合計 25,301 8,846

434

6,599 2,613

17,428

1,743 647

支弁内容

支弁内容

13,908 4,861

5,799

1,274



平成２１年度当初　三重県における業務取扱費の具体的内容（道路関係） （様式２）

車両費 （単位：千円）

負担基本額 地方負担額

車両管理業務委託　対象合計車両　０．１００５台　　　　　　　　　　

滋賀国道事務所車両管理業務委託　対象車両　０．１台　（３台のうち）　　　　　　　　

紀南河川国道事務所車両管理業務委託　対象車両　０．０００５台　（３台のうち）

車両の補修等　０．３０１台

滋賀国道事務所車両の補修等　０．３台　（７台のうち）

紀南河川国道事務所車両の補修等　０．００１台　（８台のうち）

車両費　合計 930 311

注）車両の補修等には点検、自賠責等を含みます。

広報費 （単位：千円）
負担基本額 地方負担額

国道１号の雪害対策に関する情報発信

・雪害対策啓発に関する周知（新聞広告）

広報費　合計 1,601 536

1,601 536

支弁内容

支弁内容

194 65

736 246



（様式３）

平成２１年度当初　三重県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

組織名 部名
河川関係
全体職員数

管理職 補佐等 係長等 係員等 計

国土技術政策総合研究所 46 0.1 0.07 0.17

近畿地方整備局 総務部 3 0.04 0.08 0.12

企画部 13 0.3 0.2 0.5

河川部 29 0.3 0.7 0.2 1.2

用地部 10 0.1 0.2 0.04 0.34

近畿技術事務所 20 0.2 0.2 0.4 0.04 0.84

紀南河川国道事務所 14 1.5 0.4 3.0 0.2 5.1

木津川上流河川事務所 37 9.3 3.9 14.6 0.6 28.4

11.0 5.24 19.28 1.15 36.67

※１．平成２１年４月１日現在員です。

計

※２．複数の地方公共団体に業務が跨っている組織については、人件費を関係各地方公共団体で按分して負担
をお願いしているため、表中の人数は、当該組織の実際の職員数を関係地方公共団体で按分した人数を記載し
ています。なお、「河川関係全体職員数」は各組織の按分前の直轄河川関係にかかる全体職員数を記載してい
ます。

職階別職員数



平成２１年度当初　三重県における業務取扱費の具体的内容（道路関係） （様式３）

組織名 部名
道路関係
全体職員数

管理職 補佐等 係長等 係員等 計

国土技術政策総合研究所 30 0.01 0.003 0.013

近畿地方整備局 総務部 15 0.003 0.02 0.03 0.053

企画部 28 0.01 0.02 0.1 0.13

道路部 51 0.05 0.1 0.1 0.25

用地部 10 0.01 0.01 0.007 0.027

近畿技術事務所 16 0.02 0.007 0.02 0.003 0.05

滋賀国道事務所 75 0.7 0.8 1.3 0.2 3.0

紀南河川国道事務所 53 0.002 0.002 0.004 0.001 0.009

0.722 0.882 1.484 0.444 3.532

※１．平成２１年４月１日現在員です。

計

※２．複数の地方公共団体に業務が跨っている組織については、人件費を関係各地方公共団体で按分して負担
をお願いしているため、表中の人数は、当該組織の実際の職員数を関係地方公共団体で按分した人数を記載し
ています。なお、「道路関係全体職員数」は各組織の按分前の直轄道路関係にかかる全体職員数を記載してい
ます。

職階別職員数



（様式４）

平成２１年度当初　三重県における業務取扱費等の具体的内容（河川関係）

（単位：千円）

本局名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

地方整備局等が共

同で取得
※１

国土交通省電子入
札システム用機器

ハードウェア及びソフト
ウェアからなる機器群

521 177

（単位：千円）

事務所名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

該当なし

　なお、国土交通省電子入札システム用機器の按分前の取得予定額は416,270千円である。

※1　国土交通省電子入札システム用機器は、入札手続きを電子的に行うために必要となるハード
ウェア及びソフトウェアからなる機器群を地方整備局等が共同で取得するものです。

庁費等による５０万円以上の備品取得予定

注）　負担基本額は、複数の地方公共団体に跨っている場合は、関係地方公共団体で按分した額を
記載しています。



（様式４）

（単位：千円）

本局名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

地方整備局等が共

同で取得
※１

国土交通省電子

入札システム用

機器

ハードウェア及びソフト

ウェアからなる機器群
75 25

（単位：千円）

事務所名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

平成２１年度当初　三重県における業務取扱費の具体的内容（道路関係）

庁費等による５０万円以上の備品取得予定

注）  負担基本額は、複数の地方公共団体に跨っている場合は、関係地方公共団体で按分した

　　額を記載しています。

※１　国土交通省電子入札システム用機器は、入札手続きを電子的に行うために必要となる

　　ハードウェア及びソフトウェアからなる機器群を地方整備局等が共同で取得するものです。

　　　なお、国土交通省電子入札システム用機器の按分前の取得予定額は416,270千円です。

該当なし




